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新潟市⻑ 中原 ⼋⼀

令和7年度
新潟市の取組について
〜新潟の明るい未来を切りひらく！〜

令和7年度
市⻑とすまいるトーク
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１．令和７年度の主な取組
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安心・安全力点１
R7〜 本格的な復旧・復興へR6.1.1 

令和６年能登半島地震
復旧・復興期応急期発災初期

被災者の見守り・相談支援
液状化等被害住宅の建替・購入、修繕支援

１ 生活の再建支援 ２ 公共インフラ等の復旧

３ 安心・安全で災害に強いまちづくり

道路等の災害復旧

避難所環境・備蓄物資の充実

自主防災組織の機能強化 街区単位の液状化対策
住宅・建築物耐震改修の補助

坂井輪中学校の改築

自主防災組織による防災訓練

避難所運営委員会の
立ち上げ促進
・実践力強化
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活力・交流力点２

市⺠所得向上に向けた３つのポイントとR7年度の取り組み

観光施策やまちづくり施策を含めて市全体で取り組むことで、
所得向上の流れを生み出す

市⺠の所得向上に向けて、市全体で地域の外から稼ぎ、経済活力を生み出すことが重要

地域の外から消費や投資を呼び込む①

つながる商店街支援
新規

佐渡と連携した誘客の促進拡充

新潟空港の利用活性化促進拡充

デジタル人材・IT人材の育成支援拡充

生活応援プレミアム付商品券の発行支援省力化・省エネ化補助金

交流人口の拡大

拠点性の向上

新潟駅周辺地区の整備、新潟中央環状道路・幹線道路の整備

にいがた2㎞の推進

新規 にいがた2㎞「おいしさDX」
産学官共創プロジェクト

外国人観光客の誘客促進拡充

事業者の稼ぐ力を高める② 所得を地域の中で循環させる
（地域での消費を支援）

③

新潟が誇る「食」の
「おいしさ」で稼ぐ！

6月17日販売開始
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子育て・教育力点３

妊娠・出産 乳幼児期 小学校出会い・結婚 中学校 高校

主
な
支
援
策

・結婚応援結パスポート

新規 「ハートマッチ
にいがた」
登録支援

不妊治療費
助成

新規
新生児
聴覚検査助成

新規

令和7年度さらに充実

・にいがたっ子
すこやかパスポートの
対象年齢拡大

・多子世帯の
保育料等軽減を拡充

産後ケア事業拡充

ひとり親家庭サポーター配置新規

不登校対策拡充

中学校の全員給食
スタート

特別教室への空調整備

これまでの取組

婚活マッチング
システムの
登録費用を助成

・病児・病後児保育
施設の全市展開

・妊産婦医療費助成の拡充 ・こども医療費助成の拡充

こどもと子育てにやさしい新潟市として、子育て・教育施策をさらに充実！

・産婦健康診査助成

こども・学校
サポーター配置

拡充

２つの医療費助成で
子育て世帯の負担を
年間約27億円軽減

拡充

・全国と同様に新潟市の出生数は減少、合計特殊出生率も低下傾向（R3 1.33→ R5 1.20）
・市政世論調査における「今後もっと力を入れてほしいもの」第１位は「子育て支援」
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２ ． 人 口 減 少 社 会 へ の 適 応
〜 市 ⺠ の 皆 さ ま へ の お 願 い 〜

①公共施設の“これから”を考える
②学校部活動から地域クラブ活動へ
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人口減少社会への適応

・本市の人口は2005年の81万人を
ピークに減少傾向

・国の将来推計では、2020〜2050年の
30年間で約17万人減少する予測

総務省「国勢調査」 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2023年推計）」

人口減少の推移
本市の人口の推移と推計（2005年〜2050年）

30年間で
主な働き⼿となる15〜64歳、

15歳未満は大きく減少
世代構成のバランスも変化

(万人)
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・人口減少・少子高齢化の進行により、
市⺠生活を支える機能の維持が懸念
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公共施設の再編

●本市の取り組み
平成２７年度に「新潟市財産経営推進計画」を策定し、取り組みを開始

これからの公共施設のあり方検討を加速化するため、
市役所の全部署が連携し取り組みを「再スタート」

「施設再編＝ 施設が無くなる」というマイナスイメージが広がり議論が進まず

計画策定済み：６地域 北区（葛塚、木崎）、江南区（曽野木、大江山）
⻄区（坂井輪）、⻄蒲区（潟東）

検 討 中 ：４地域 北区（早通）、東区（石山・東石山）、南区（白南）

公共施設の「総量削減」「サービス機能の維持」を基本とし、中学校区単位（５５地域）
で地域内の公共施設の今後を示した「地域別実行計画」の策定に着手

公共施設の“これから”を考える
〜 地 域 と の 協 働 加 速 化 へ 〜
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公共施設を取り巻く現状と課題
●新潟市内の公共施設数は915施設（令和5年度時点）

≪主な施設≫
コミュニティ系施設：118
高齢者福祉施設：46
幼稚園・保育園：91
学校教育施設：167
 公共施設の多くは昭和50年代に整備
 老朽化による修繕や建替の時期が

⼀⻫に到来

●人口減少が進み、
世代構成が変化する中で、
公共施設の使われ方も変化
 公共施設に求められる機能が変化
 既に利用が減少している施設もある

公共施設をこれからの時代にあった「あるべき姿」にしていくことが重要

公共施設の“これから”を考える
〜 地 域 と の 協 働 加 速 化 へ 〜

現在更新時期を
迎えている施設群

今後更新時期を
迎える施設群

新潟市財遺産経営推進計画基本方針」から抜粋

万㎡

建築年別にみた公共施設の整備状況
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これからの時代にあった「あるべき姿」にするために

質の向上
量の削減

経費の削減

施設の余裕スペースを多機能化や複合化することで利活用を進め、既存施設の
「質」を高めることによって、市⺠の利便性の向上を図る
人口減少や利用規模に見合った「量」に施設体系を再構築し、施設面積の最適化を
進める
固定化している施設運営を抜本的に見直し、「経費」の改善を進めることで、時代の
変化に即した新たな機能やサービスを生み出していく

現役世代のみならず、子や孫の将来世代においても、使いやすく、さらに
財政的な負担を負わせることなく、質や量、経費の面において最適な形で
引き継いでいくことができる

これからの公共施設を考える３つの視点

● 地域に合わせて施設を「複合化」「多機能化」 ➡ 使いやすい施設に
● 老朽化が著しい施設、利用者が減少している施設を減らす ➡ 施設総量の削減

ポイント

公共施設の“これから”を考える
〜 地 域 と の 協 働 加 速 化 へ 〜



12

 これからの時代に合った公共施設をつくりだす
 子や孫の将来世代へ、健全な状態で継承する

今後の具体的な流れ
● 【区ごと】地域コミュニティ協議会の会⻑会議にて説明（〜８⽉頃まで）

● 【地域ごと】地域コミュニティ協議会や地域の皆さまに説明（地域課題の洗出し）

● 【中学校区ごと】地域別実行計画の策定を検討

地域の皆さまと⼀緒になって取り組みます

公共施設の“これから”を考える
〜 地 域 と の 協 働 加 速 化 へ 〜
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公共施設の“これから”を考える
〜 地 域 と の 協 働 加 速 化 へ 〜

曽野木地域（江南区）の場合

コミュニティ系施設と保育園が隣り合
うことで多世代交流の場を創出

保育園 ２つの市立保育園を統合し、新た
に園舎を⺠間が建設し運営へ。旧
保育園跡地を売却

コミュニティ系施設

質

保育園の⺠営化による⾯積削減量

経 費

旧コミュニティ系施設を解体
後、跡地売却。保育園の隣地に
新設

統合した保育園を建設後売却し、⺠間
運営へ

事例（その1）
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潟東地域（⻄蒲区）の場合

駐車場の充実と潟東体育館に機能が集
約したことで、拠点性や利便性が向上

旧小学校 3つの小学校を統合、新校舎を建
設。小学校跡地は⺠間活用。

コミュニティ系施設

質

農村環境改善センターの除却による
⾯積削減量

経 費

農村環境改善センターを除却し
駐車場化。
体育館にコミュニティ機能を複
合しコミュニティセンター化。

旧小学校を⺠間に貸付

公共施設の“これから”を考える
〜 地 域 と の 協 働 加 速 化 へ 〜

事例（その2）
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なぜ部活動改革なのか
学校単位での部活動の継続が限界

いろいろな活動に気軽に参加したい
「ダンス、⼸道などに、週1〜2回程度参

加したい！」
「冬は、スキーをしたい！」

２０校

組める

２６校

チームが
組めない

８校
 組める

２９校

＜令和4年度 新潟市
１・２年生大会＞

部員数が減ってきている

チームが
組めない

生徒の興味・関心は多様

＜野球＞

＜サッカー＞
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目指す姿 〜 学 校 部 活 動 か ら 地 域 ク ラ ブ 活 動 へ 〜

＜生 徒＞ ・好きな活動や新たな活動に参加でき、仲間が増える
・ 専門性のある指導が受けられる

＜地 域＞ ・多世代交流で活動が活発になり、元気な人が増える
・地域が持つ良さや魅力を再発見できる

地域や関係団体
が活性化する

チャンス

R8以降の学校部活動について 休日：実施しない
平日：最⻑16:45まで（学校によっては実施しない）

これからは地域クラブ活動が中心
〜地域クラブとは〜

 学校施設を中心に様々な場所で地域の中学生が参加
 競技団体・保護者・地域などが主体となり、地域の指導者が指導

A 校：

B 校：

（例：平日）

部活動 地域クラブ活動

地域クラブ活動

16：45

部活動なし

部活動 地域クラブ活動

C 校：

地域クラブ活動が展開されると
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地域クラブ活動の推進に向けて

○ 活動場所の確保
・地域クラブが優先的に中学校施設を利用できる仕組みづくり

○ 保護者の費用負担
・国は負担のあり方について検討中
・結果をふまえ、本市の考え方を整理

〜 市⺠の皆様へお願い 〜
・指導者を募集しています。
・中学生を受け入れてくれる団体を募集しています。
・地域クラブ運営に携わっていただける方を募集しています。

○ 指導者と地域クラブの確保・充実
・設立コーディネーターがクラブ設立を支援
・支援コーディネーターが地域クラブと生徒のマッチングを支援
・補助金制度で地域クラブ設立を支援
・関係団体や様々な地域の人材から指導者を募集
・指導を希望する教員への働きかけ
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ご清聴ありがとうございました

明るい未来を切りひらき
選ばれる新潟市を実現


